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科学技術動向  概　要
本文は p.4 へ
フォーサイトに関する最新動向―第 5回予測国際会議
世界の科学技術予測の現状～社会課題解決に向けて～
（開催報告　その 2）イノベーションとビジネスのための予測調査
　イノベーションとビジネスの成長・発展には、科学技術が大きく寄与すると期待されている。そのた
め近年、世界各国で科学技術予測調査が積極的に実施されている。
　ロシアでは、連邦レベルだけではなく、地域や業種なども考慮し、EUや OECDなどが主催する国際
会議へ参加することで、多くの情報を収集して予測調査を実施している。経済、社会と科学技術などの
トレンドを踏まえ、長期的なシナリオの作成や、企業のイノベーション活動を推進させるための多面的
なロードマップの作成を行っている。現在、国際レベルの予測と、国内の組織、業界レベルの予測のギャッ
プをどのようにして埋めるかが課題となっている。
　シンガポールでは 1990 年に首相が主導し、国家イノベーションシステムを立ち上げ、産業の中心を
製造業から研究開発の推進へと移行した。その後、経済効果、社会、環境、商業化にも重点が置かれる
ようになり、現在はイノベーション立国となるべく、知財権の活用による技術の普及促進と権利の保護
に注力している。
　イギリスでは、マンチェスター大学を中心として、1990 年代から本格的に予測調査に取り組んでいる。
その手法の一つとしてスキャニング調査があり、例えば環境、経済、健康と安全、社会と政治などの
視点から未来を検討し、変化要因や時期などを考慮して、いくつかのシナリオを作成することを行っ
ている。
本文は p.12 へ
米国の大学における先端研究機器のシェア
およびオープン化の動向
　第 4期科学技術基本計画では、大学におけるハイスペックな先端研究機器の共用については言及され
ていない。しかし、日本および米国の大学で使用する研究費の中で、研究機器を購入する費用は年々増
加傾向を示しており、大学の研究リソースの可視化や効率的利用の観点から、研究機器の共用は重要に
なってきている。
　米国の大学では、トップレベルの大学をはじめとして、先端研究機器のシェアや研究機器の情報のオー
プン化を積極的に進めており、大学のキャンパス内に、共用のために先端研究機器を一か所に集積した
施設を数多く設置している。共用施設には 5～ 10 人程度の専任の技術職員を配置し、機器の維持管理・
利用のための教育トレーニング・助言・委託分析等を実施している。共用施設の整備には公的資金が投
入されており、共用施設の情報は広くネットワーク化され、利用者のアクセスが容易になっている。
　一方、日本の大学における先端研究機器の共用の推進や公的支援は、米国に比べて規模が小さく、横
断的な共用のためのネットワーク形成は不十分である。今後、日本が取り組むべき方策として、競争的
研究資金などの研究費の申請段階で研究機器の共用を推進する枠組みをつくること、研究大学を対象に
学外共用の仕組みを整備し大学間共用を充実すること、リサーチ・アドミニストレーターを共用推進の
支援人材としても活用すること、全国レベルの横断的共用ネットワークの構築を通じ、研究機器情報の
一元化を図ることを提言したい。
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本文は p.26 へ
各国の地球観測動向シリーズ（第 9回）
衛星画像を利用した農業生産統計
　農業生産統計は食糧政策の根幹となる重要なデータであるが、現地での調査作業の負担が重いことか
ら、先進国でも発展途上国でも統計の質や量が長期的に低落し続けているといわれている。米国の地球
観測戦略の課題には、食糧の年間収量や収穫状況を、効果的かつ継続的に監視することが挙げられてい
る。国際連合食糧農業機関（FAO）や主要先進国の農業担当省庁は、農業生産統計に衛星画像を利用す
ることでコストや時間の節減を目指しており、地理空間情報システム（GIS）と組み合わせて画像処理
や画像解読などの研究開発を行っている。
　我が国は営農者の保有する平均耕作面積が小さく、現地調査主体で統計を行っている。衛星画像を利
用する試みも行われてきたが、衛星運用は必ずしも継続的でなく、精度・観測タイミング・コスト等の
問題があり、統計への衛星画像利用はあまり進展していない。2014 年 5 月に打ち上げられた JAXAの「だ
いち 2号（ALOS-2）」は植生観測に最適な Lバンド合成開口レーダを搭載し、解像度も高くなり、悪天
候や夜間でも観測可能である。我が国でも、こうした新たな観測ツールも活用し、農業生産統計に衛星
画像を利用するための調査研究をさらに充実させていく時期に来ている。
本文は p.19 へ
オープンアクセスを踏まえた研究論文の
受発信コストを議論する体制作りに向けて
　電子ジャーナルは研究者にとって必須の情報源となり、そのオープンアクセス（OA）化は、科学技術・
学術研究の発展を促し新しいイノベーションを生み出す基盤の 1つと捉えられている。一方OAの浸透
にもかかわらず、購読費モデルのジャーナルパッケージの価格高騰が依然問題となっており、日本でも
年間数百億円のコストがかかっている。その上OA出版による論文数も着実に増えており、今後も増大
の傾向にあるため、その出版経費である掲載料（APC:Article Processing Charge）が購読費に対しても
無視できないレベルに達することが予想される。
　OA出版では現状、研究者がAPCを個別に支払うことが多いため、その経費を大学や日本全体とし
て把握することが難しい。また、APCの価格抑制や、費用対効果を議論できる体制が整っていない。
　今後のOA出版増大の傾向を鑑みて、また、他国・他機関の取り組みも参考に、APCを含むOA出
版にかかる経費を電子ジャーナル購読費と共に把握し、大学・研究機関等における研究マネジメントや
科学技術・学術情報流通政策のための費用対効果の議論ができる体制を整える必要がある。
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科学技術動向研究
フォーサイトに関する最新動向―第5回予測国際会議
世界の科学技術予測の現状
～社会課題解決に向けて～
（開催報告　その2）
イノベーションとビジネスのための予測調査
村田 純一　浦島 邦子
　イノベーションとビジネスの成長・発展には、科学技術が大きく寄与すると期待されている。そのた
め近年、世界各国で科学技術予測調査が積極的に実施されている。
　ロシアでは、連邦レベルだけではなく、地域や業種なども考慮し、EUや OECDなどが主催する国
際会議へ参加することで、多くの情報を収集して予測調査を実施している。経済、社会と科学技術など
のトレンドを踏まえ、長期的なシナリオの作成や、企業のイノベーション活動を推進させるための多面
的なロードマップの作成を行っている。現在、国際レベルの予測と、国内の組織、業界レベルの予測の
ギャップをどのようにして埋めるかが課題となっている。
　シンガポールでは 1990年に首相が主導し、国家イノベーションシステムを立ち上げ、産業の中心を
製造業から研究開発の推進へと移行した。その後、経済効果、社会、環境、商業化にも重点が置かれる
ようになり、現在はイノベーション立国となるべく、知財権の活用による技術の普及促進と権利の保護
に注力している。
　イギリスでは、マンチェスター大学を中心として、1990年代から本格的に予測調査に取り組んでい
る。その手法の一つとしてスキャニング調査があり、例えば環境、経済、健康と安全、社会と政治など
の視点から未来を検討し、変化要因や時期などを考慮して、いくつかのシナリオを作成することを行っ
ている。
キーワード：フォーサイト，イノベーション，ビジネス，シグナル，スキャニング，インパクト
　概　　要
　2014 年 5 月 23 日に総合科学技術・イノベーショ
ン会議から公表された科学技術イノベーション創
造推進費に関する基本方針1）によると、「科学技術イ
ノベーションは、経済成長の原動力、活力の源泉で
あり、社会の在り方を飛躍的に変え、社会のパラダ
イムシフトを引き起こす力を持つ。しかしながら、
我が国の科学技術イノベーションの地位は、総じて
相対的に低下しており、厳しい状況に追い込まれて
いる。」とある。このような背景から、他国が取り
組んでいるイノベーションの事例は、我が国の今後
にとって大変参考となる。
　今号では、イノベーションとビジネスにおける科
学技術予測の活用について、ロシアおよびシンガ
ポールにおける、技術開発計画の策定、業界への働
きかけの事例、そしてEUと日本の企業を中心にス
キャニング調査を行っているイギリス企業の実施
事例について概要を紹介する。
1 はじめに
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　ビジネスと産業に関連する予測調査の枠組みと
事例について、ロシア国立研究大学高等経済学院
（HSE）2）の教授より次のような説明があった。
　国レベルの調査の際、データベースから選出され
た企業を中心に参加協力を依頼する。実際には研究
所の参加がほとんどであるが、ここ 10 年の間に設
立された政府の持ち株会社のロスネフチ（石油）、ロ
ステック（電子機器）や、民間のガスプロム3）、ア
エロフロート4）、セヴェルスターリ5）（鉄鋼）、および
国外の自動車メーカーなども調査に協力している。
　図表 1に経済知識研究所（ISSEK）6）における
フォーサイト活動の概要を示す。フォーサイト活動
は連邦レベルだけではなく、地域や業種なども考慮
し、さらにEUや OECDなどの国際ワーキンググ
ループへ参加することにより、情報を収集して予測
調査を実施している。グローバルなトレンドと課題
には、長期的な視点とマーケット、新技術、R&Dな
どのさまざまな要因を考慮する必要がある。
　図表 2は、ロードマップ作成の概要を示したもの
である。最初に調査する分野の専門家により、経済、
社会と科学技術などのトレンドを踏まえ、長期的な
科学技術シナリオを作成する。そしてイノベーショ
ンを目的に、将来の技術や科学的優位性などを考慮
し、マーケットや、イノベーションが起こり得ると
思われる製造やサービスなどの優先的課題を抽出
する。続いて、戦略的優先課題の選定を目標として、
イノベーションや技術開発、特定プロジェクトの技
術採択と牽引市場の分析などを行い、企業のための
ロードマップを作成する。こうしてより実現性の高
いプロジェクトが計画される。
　ロードマップは、複数の視点で検討し活用され
る。例えば、セグメント別に階層状のロードマップ
を作成すると、そこではニッチな分野の探索が可能
になる。また、R&Dから市場までのロードマップ
では、目標達成のための重要な要素とオプションと
しての要素を探ることができる。
　こうしてロードマップを用いれば、潜在的なもの
やウィークシグナル（発生確率の低いと思われる事
象）を見つけることが出来、科学技術の開発・推
進が可能となる。そして業界別に同様なロードマッ
プを個別に作成することで、優先される政策を明確
化できる。さらに、企業のイノベーション活動のた
めのロードマップを作成すれば、企業におけるイノ
ベーション活動の状況把握と選択肢が明確となり、
技術分野の予測から生産までの連携が可能となる。
HSEは、このような多面的なロードマップ作成の経
験を持つ。今、業界と産業省において、未来指向型の
予測活動への関心が高まっている。その一方で、国
図表 1　ISSEKのフォーサイト活動について
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
2 ロシアの事例
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際レベルの予測と、国内の組織、業界レベルの予測
のギャップをどのようにして埋めるかが課題となっ
ている。
　「シンガポールからの視点」というタイトルで、
A*STAR7）の研究者から、シンガポールの歴史を
含むイノベーションのバックグランドから、現
在のイノベーションへの取り組みの説明があっ
た。A*STARとは、シンガポール科学技術研究庁
（Agency for Science, Technology and Research）
のことで、シンガポールにおける科学技術研究の
監督・支援を行う法定機関であり、2002 年に設立
された。
　シンガポールは、1965 年 8 月 9 日マレーシアか
ら独立し、もうすぐ 50 年経つ。近年、政策として
特に ITに力を入れている。独立直後は多国籍企業
の撤退が相次ぎ、危機的な状況だった。そうした
状況を打破するために、政府は雇用確保を目的と
して、撤退する企業は技術移転することを条件と
した。
　シンガポールの産業は、1960 年代のジュロン工
業団地の整備と、衣類、木材加工などの軽工業の発
展から始まった。その後、1970 年代には、近隣諸
国と賃金を同程度にするため、コンピューター関連
機器やソフトウェア、シリコンウェハのプロセスな
ど、より付加価値の高い産業に重点を置いて政策を
推進した。その結果、これらの産業は 1980－90 年
にかけて成長を遂げたが、1996 年の金融危機で再
び多国籍企業が撤退する事態となった。当時、雇用
は維持されたが、職場が近隣の国外に移転したため
に、国内産業の空洞化が進んだ。ただし 1990 年に、
首相が主導し、技術開発促進計画を作成した。そこ
では国内企業に基礎研究をすることを呼びかけると
ともに、国家イノベーションシステムを立ち上げ、
産業のフレームワークを製造業から研究開発にシフ
トした。また、経済産業省（MTI）8）と A*STARに
よって、技術開発に及ぼすインパクトに関する調査
が行われた。このような活動によって科学技術から
企業のイノベーション研究に視点が移り、経済効
果、社会、環境、商業化に重点が置かれるようにな
り、その結果、2015 年には 3.5 % の GDP成長率が
見込まれるまでになった。
　この背景には、図表 3に示すような科学技術振興
のためのインフラの整備が大きく起因する。7つの
工業団地と共に、4大学と関連する学校などが設立
されている。そして、インフラ整備とともに人材育
成にも取り組んだ。
図表 2　ロードマップ作成の手順
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
3 シンガポールの取り組み
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図表 3　科学技術振興のためのインフラストラクチャ
図表 4　科学技術を担う人材の数
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
　図表 4に示すように、科学技術人材数は、公・
私セクターともに 2008 年に大幅に増加したが、
特に公的部門では年々増加傾向を示している。
A*STARは 2000 年以降 1200 人以上に奨学金を支
給し、科学・研究人材を育成している。そして奨
学金貸与者の 300 人以上が博士号を取得しており、
研究者のうち半分がシンガポール出身者である。
このようにシンガポールは優秀な人材を国内で育
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図表 5　研究開発費の変遷
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
　イギリスでは、マンチェスター大学23）を中心と
して、1990 年代から本格的に技術予測調査に取り
組んでいる。今回は、ビジネス分野でのイノベー
ションに焦点を当てた「フォーサイトとイノベー
ションのための未来スキャン－EUの政策と日本の
ビジネス」というタイトルで、イギリスの調査会
社24）の研究者から発表があった。同社は約 30 年前
に設立され、当時の欧州の大企業の技術に関して
調査していたが、現在は日本を含め、世界的に顧
客を持っている。以下に発表内容を示す。
　フォーサイトはインフォーマルなシナリオ、あ
るいはある状況のモデルであり、イノベーション
の機会を提供する。つまり、ある状況変化を予測
し、ビジョンは好ましい将来、ビジネスや望まれ
る社会を示すものである。フォーサイトプログラ
ムにおいて、企業と公共の違いは明確ではないが、
企業が公共の予測調査をこれまであまり利用しな
かった理由は、公共的視点の印象が強いからであ
る。フォーサイトは、公共機関が企業に国の政策
を伝え、企業活動の推進をバックアップする役目
を負ってきた。一方で、企業は経営のための“ビ
ジョン”を中心に扱っていることから、公共性を
取り込むことは容易でない。政府として公表する
には、定量的で確実な情報が必要である。一方で、
企業を対象とした調査には、気軽な意見を交わす
ための相互理解と信頼関係が必要である。こうし
た調査の手法として、次に挙げるいくつかの方法
がある。
　ウィークシグナルの発見には挑発的な質問をす
ることが必要である。そして、モニタリングは既
成している。
　民間部門への研究開発投資は、図表 5に示すよう
に 2008 年をピークに、その後増減を繰り返してい
る。2011－12 年の科学技術分野に注目すると、2011
年は「電子と ICM（Intelligence, Communication
and Media）分野が半分以上で、次いで「バイオ
医療」と「精密機械と輸送」である。こうした投
資成果として、公的機関の特許出願件数は、2013
年のグローバルランクで世界 2位になった。また
A*STARの成果を活かす組織として地域の企業
支援のために技術移転機構（Exploit Technologies 
Private Ltd.：ETPL）が存在する。
　このようにシンガポールはイノベーション立国
となるように努力している。知財権はバリュー
チェーンの重要な部分と考えて、特許出願動向の
モニタリングと、産業化できるものを選択した特
許出願により、技術の普及促進と、権利の保護に
注力している。
4 フォーサイト調査の手法と事例
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知の現象を見続け、スキャニングはまだ十分認識
されていないような現象を見つけるために視野を
広げた観察をする。通常、スキャニング・ワーク
ショップは、グループ参加者と人数を限定し、ク
ローズドで実施する。そして限られた時間で、問
題点、不確実性、変化要因、影響を議論し参加者
が認識を共有したところで、インパクトの評価を
行う。スキャニング調査は、以下のように 5段階
で行われる。
①今と比べて未来の社会課題が、どこに移行する
かを考える。しっかりしたフレームを採用する
ことで、対象分野を明示するための基準となる。
②未来の前提を考える。そして現状を明確にする
ことで、変化を引き起こす種々の状況について、
「環境」、「経済」、「健康・安全」、「社会・政治」
の 4つの視点から考える。
③主要な要素によって、どのように世界観が変わ
るかを判断する。今後 10−20 年掛かって変化を
誘発する可能性がある重要な要素を特定する。
この作業がスキャニングである。
④調査当初時点の想定に対して、変化事象を誘発
する要因、将来の結果への影響要因、変化の
きっかけの時期などを検討する。
⑤最後に結果を踏まえて、異なる変化事象と、検
討結果の組み合わせから、個別の未来をいくつ
か導出する。
　以上のような取り組みを実施した 3事例につい
て、図表 6に示す。スキャニング・ワークショッ
プでは、過去のワークショップ経験者を 1/3 程度
入れて実施する。実施事例として、フレームワー
ク 7の検討結果を図表 7と 8に示す。6つの変化要
因を用いて、2つの未来像を示したものが図表 7で
ある。そして、この 2つの未来像をベースにして
グループで議論しながら作成したシオリオが図表 8
である。
　以上のように、スキャニングの方法を知ること
で、未来予測の一部を実施することが可能となる。
（次号に続く）
図表 6　スキャニング調査の事例
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 7　未来想定の事例
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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1）　科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針、内閣府 ｠総合科学技術・イノベーション会議
　　資料 1-2：http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/iinkai/nenshou_1/siryo1-2.pdf
2）　ロシア国立研究大学高等経済学院　ホームページ：http://www.hse.ru/en/
3）　ガスプロム ホームページ（英語版）：http://www.gazprom.com/
4）　アエロフロート ホームページ（日本語版）：https://www.aeroﬂ ot.ru/cms/ja
5）　セヴェルスターリ ホームページ（英語版）：http://www.severstal.com/eng/index.phtml
6）　統計と経済知識研究所　ホームページ：http://issek.hse.ru/en/about
7）　シンガポール科学技術研究庁（A*STAR）　ホームページ：http://www.a-star.edu.sg/
8）　シンガポール経済産業省（MTI）　ホームページ：http://www.mti.gov.sg/
9）　バイオと生活関連の工業団地　ホームページ：
　　http://www.a-star.edu.sg/Biopolis-Fusionopolis/A-Great-Place-to-Work-Live-Play/Fusionopolis.aspx
10）メディア関連の工業団地　ホームページ：
　　http://www.jtc.gov.sg/RealEstateSolutions/one-north/Pages/Mediapolis.aspx
11）セレター航空宇宙 · パーク　ホームページ：
　　http://www.jtc.gov.sg/RealEstateSolutions/Seletar-Aerospace-Park/Pages/default.aspx
12）サイエンスパーク　ホームページ：http://www.sciencepark.com.sg/
13）ジュロン工業団地　ホームページ：http://www.jtc.gov.sg/RealEstateSolutions/Jurong-Island/Pages/default.aspx
14）トゥーアス バイオメディカルパーク　ホームページ：
　　http://www.jtc.gov.sg/realestatesolutions/pages/tuas-biomedical-park.aspx
15）クリーン・テックパーク　ホームページ：
　　http://www.jtc.gov.sg/RealEstateSolutions/CleanTech-Park/Pages/default.aspx
16）Li Kong Chian 南洋工科大学 医学校 （The Lee Kong Chian School of Medicine）　ホームページ：
　　http://www.lkcmedicine.ntu.edu.sg/Pages/Hom
17）シンガポール技術・デザイン大学　ホームページ http://www.sutd.edu.sg/
18）デューク国立大学 医学大学院　ホームページ：http://medschool.duke.edu/education/duke-nus
図表 8　シナリオの事例
発表資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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科学技術動向研究
米国の大学における先端研究機器の
シェアおよびオープン化の動向
伊藤 裕子
　第 4期科学技術基本計画では、大学におけるハイスペックな先端研究機器の共用については言及され
ていない。しかし、日本および米国の大学で使用する研究費の中で、研究機器を購入する費用は年々増
加傾向を示しており、大学の研究リソースの可視化や効率的利用の観点から、研究機器の共用は重要に
なってきている。
　米国の大学では、トップレベルの大学をはじめとして、先端研究機器のシェアや研究機器の情報のオー
プン化を積極的に進めており、大学のキャンパス内に、共用のために先端研究機器を一か所に集積した
施設を数多く設置している。共用施設には 5～10人程度の専任の技術職員を配置し、機器の維持管理・
利用のための教育トレーニング・助言・委託分析等を実施している。共用施設の整備には公的資金が投
入されており、共用施設の情報は広くネットワーク化され、利用者のアクセスが容易になっている。
　一方、日本の大学における先端研究機器の共用の推進や公的支援は、米国に比べて規模が小さく、横
断的な共用のためのネットワーク形成は不十分である。今後、日本が取り組むべき方策として、競争的
研究資金などの研究費の申請段階で研究機器の共用を推進する枠組みをつくること、研究大学を対象に
学外共用の仕組みを整備し大学間共用を充実すること、リサーチ・アドミニストレーターを共用推進の
支援人材としても活用すること、全国レベルの横断的共用ネットワークの構築を通じ、研究機器情報の
一元化を図ることを提言したい。
キーワード：大学，研究インフラ，研究機器，共用，オープン化
　概　　要
　研究基盤の充実強化は、我が国の持続的な科学技
術イノベーションの維持・向上に必要不可欠であ
る。なかでも、大学において研究開発を実施する際
に利用する研究施設・設備や機器・装置等の整備
や共用の推進は重要である。
　図表 1に「研究施設・設備の程度は、創造的・先
端的な研究開発や優れた人材の育成を行うのに充
分と思いますか」という質問の回答を指数化したも
のを示した1）。この結果によると、大学における研
究施設・設備の状況は大学によって差があり、国内
論文シェアが非常に高い大学グループでは充分と
思う度合は高く、国内論文シェアが高い～中程度の
大学では低いというように、研究基盤に大学間格差
が生じていることが示唆される。
　詳細で精密な計測・分析や解析が可能になると
いうことは、研究上の新しい発見や新技術の創出を
導くことに繋がるので、潤沢な研究費を持つ研究者
はハイスペックで新製品の研究機器を競って購入
する。そのため、研究室間格差や大学間格差が生じ
ることとなる。しかも、大学において共用の取り組
みは少なく、情報もオープンではないため、研究者
が必要としている研究機器を隣の研究室が持って
いることを知らないケースも多く見られる2）。
1 はじめに―概要と目的
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　日本では、大学の内部使用研究費の内、機器等の
購入に使用した費用は、2013 年科学技術研究調査報
告4）によると 2196.3 億円（2012 年）であり、これは
大学の内部使用研究費の 6.2% であった。一方、米国
では、大学において機器等の購入等に使用した費用
は、Science and Engineering Indicators 2014（国立
科学財団National Science Foundation： NSF）5）に
よると 19.8 億ドル（2012 年）であり、これは大学の
研究開発費総額の 3.2% にあたる。日米で購入金額
が同程度であるが、大学における研究者数の差 6）か
ら考えると、米国の 1研究者あたりの購入金額は日
本よりもかなり少ない。
　分野ごとの購入金額の経年変化をみると、図表 2
に示すように日本では、機器等の購入費は緩やかな
振幅を繰り返しながらも減少することはなく、医歯
薬学系や理学系の大学に比べて、工学系の大学にお
いて購入金額が大きいことが示された。また、米国
では、図表 3に示すように、工学分野や医療研究分
野およびバイオ分野で他の分野と比べて増加の傾
向がみられた。
　工学や医療研究などの分野では、研究において計
測や分析は欠かすことができず、かつハイスペック
図表 1　研究者の意識調査による大学の研究施設・設備の状況
出典：参考文献 1を基に SciSIP 室にて作成
　さらに、大学の研究者の 7割は、自分の研究室以
外が保有する研究機器を利用した経験があり 3）、「利
用に関する事前情報の提供が得られない（知人に頼
る）」・「専門スタッフの不在や利用時間の制限等、利
用の際の利便性が低い」・「消耗品等の費用負担が不
明確」を問題として認識している3）。
　第 4期科学技術基本計画では、『国は、公的研究機
関を中心に、世界最先端の研究開発の推進に加えて、
幅広い分野への活用が期待される先端研究施設およ
び設備の整備、更新等を着実に進めるとともに、そ
の着実な運用や、「共用法」注）に基づく施設など世界
最先端の研究施設および設備について共用を促進す
るための支援を行う』としている。一方、大学の施
設および設備に関しては、「整備や高度化、安定的な
運用確保に向けた取組を促進する」とし、共用に関
しては「国は、国立大学法人の研究設備の計画的な
整備や更新、安定的な維持管理、国立大学法人の研
究設備の計画的な整備や更新、安定的な維持管理、
共同利用・共同研究に供する大型および最先端の研
究設備の整備に関する支援の充実を図る（下線は著
者）」とし、研究室内に存在するハイスペックで先端
的な研究機器の共用については言及していない。
　以上の状況を踏まえ、本稿では、大学における先
端研究機器のシェアやオープン化が進んでいる米国
の状況を示し、今後の日本の取るべき方策について
提言する。
注  　共用法：特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6年法律第 78号）。特定先端大型研究施
設とは、特定放射光施設（SPring-8）、特定高速電子計算機施設（スーパーコンピュータ京）、特定中性子
線施設（J-PARC）である。
2 日本および米国の大学等における研究機器購入費用の推移
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図表 2　日本の大学における研究機器等の購入金額の推移
図表 3　米国の大学における研究機器等の購入金額の推移
（1989 年設立）には、分子遺伝学研究のため
の 先 端 研 究 機 器 を 集 積 し た 4 つ の 共 用 施 設
（Fluorescence activated cell sorting （FACS） 
facility, Cell sciences imaging facility, Protein 
and nucleic acid facility, Computational services 
and bioinformatics facility）がある7）。これらは
すべて学外の利用が可能である。
　FACS facility は、セルソーター（細胞分別の
装置）などの多色蛍光による細胞の観察や解析
を行う研究機器の共用施設である。年間 400 件
の利用があり、その内、90 % が学内で 10 % が
企業の利用である。この共用施設の予算の 90 %
が研究機器の使用料（課金）で賄われており、
予算は、新しい機器の購入や共用施設の技術職
員の給料に利用されている。
②材料科学工学科の Center for Magnetic Nanotech-
nology
　工学部の材料科学工学科にある Center for 
Magnetic Nanotechnology（2003 年設立）は、学
な新製品が次々に開発されるために、研究機器の購
入金額が年々増加するのは必然である。それに対し
て、米国や英国では、研究機器の効率的な利用と
オープンイノベーションの観点から、大学が主体的
に研究機器の共用を進めており、企業にも積極的に
研究機器の利用を開放している 2）。
1）スタンフォード大学
　スタンフォード大学の学内には学部や学科などの
様々なレベルで 20 ～ 30 の共用施設が存在する。
① Beckman Center の先端研究機器共用施設
　医 学 部 キ ャ ン パ ス に あ る Beckman Center
出典：参考文献 4 の個票を基に SciSIP 室にて作成
出典：参考文献 5 を基に SciSIP 室にて作成
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内のmagnetic nanotechnology 等の領域の研究振
興、学内研究者と企業の研究者との共同研究の促
進、大学院生に質の高い教育を授けることを目
的として設置された 8）。ここでは、スパッタ装置
（薄膜形成）、ナノロボットスポッター（バイオ
チップ作製）、原子間力顕微鏡などの研究機器が
共用に供されている。
　研究機器の維持管理の費用は、米国国立衛生研
究 所（National Institutions of Health：NIH） や
NSFのファンドや企業からの支援、研究機器の
使用料（課金）で賄われている。技術職員は終身
雇用であり、採用の際には大学が広告を出す。技
術職員も研究をすることは可能であるが、その場
合は必ず教授と連名で行う。
2）カリフォルニア州立大学サンタバーバラ校
　UCSB（University of California, Santa Barbara）
の知的財産管理組織（The UCSB Oﬃ  ce of Tech-
nology & Industry Alliances）（2005 年設立）のウェ
ブサイトには、外部者が利用できる 13 部門に亘る
28 共用施設のリンクが掲載されている9）。
①Materials Research Laboratory
　MRL（Materials Research Laboratory）10）
は、材料研究を通じて学際研究やその教育等を
支援することを目的として、NSFから資金提供
（MRSECプログラム）11）を受けて 1992 年に設立
された研究所である。8つの共用施設（TEMPO 
facility, Computing, Energy Research facility, 
Microscopy and Microanalysis facility, Polymer 
Characterization facility, Spectroscopy facility, 
Terahertz facility, X-ray facility）があり、これ
らの施設の研究機器の大半はNSF（MRSEC）の
資金で購入したものである。ただし、研究機器
の所有権は大学である。
　UCSBは材料科学研究に重点化する方針を1987
年に決定し、研究者のリクルートを始めていた
際に、当時の工学部長が「研究機器の共用を行
うことによって、様々な分野の研究者が集まり、
それが研究の底上げとなること」を期待し、共
用施設が創られた。その結果、多くの研究者が
UCSBに移ってきたという事例がある。
　共用施設の第一優先の利用者はUCSBの学生
と研究者であり、それ以外では、政府関係、他
の大学・研究施設の所属者である。企業では、
UCSB近隣のスタートアップ（ベンチャー）企
業がMRLの施設を利用している。共用施設の常
勤技術職員の大半は博士号保持者である。
　TEMPO Facility には、高温下でのセラミック
ス等無機材料の研究に関する研究機器が揃ってお
り、2011 年度の利用者は 160 ユーザ（内、企業
は 10 ユーザ）で、Microscopy and Microanalysis 
facility の 2011 年度の利用者は 260 ユーザであ
り、内、企業は 30 ユーザであった。分析依頼も
機器利用の場合も、依頼者および利用者に知的財
産は属する。
　
②幹細胞生物工学センター
　幹細胞生物工学センター（Center for Stem 
Cell Biology and Engineering）12）は、バイオエン
ジニアリング研究を基に幹細胞研究への学際的な
研究を促進し、再生医療分野での優れた技術を
確立することが目的でカリフォルニア州からの
資金援助（CIRM）13）により 2004 年設立された。
UCSBは医学部を持たないが、生物学と工学が強
いことから、学内の話し合いで幹細胞研究を対象
にしたセンターの設置を決めた。
　センターには、幹細胞研究を支援する共用施
設があり、細胞培養に関する装置（細胞培養の
ための作業台、蛍光顕微鏡、フローサイトメト
リー）や細胞の培養液などの必要な器材を提供
することが可能である。企業が商品化のために
施設を利用した場合は、一定の料金を大学に支
払うが、権利は企業のものになる。UCSBの研
究者と企業との共同研究で施設を利用した場合
は、大学にも権利が残るので双方の弁護士が権
利の割合を協議する。
3）ニューメキシコ大学
　UNM（The University of New Mexico） は、 学
内に多くの研究機器等の共用施設があるが、学部生
や大学院生に対する教育目的の施設が主である。
①Center for High Technology Materials
　CHTM（Center for High Technology Materials）14）
は光エレクトロニクス・マイクロエレクトロニク
ス・ナノテクノロジー分野の研究および教育の育
成、UNMと国立研究所および企業との間の共同
研究の強化、ニューメキシコ州の経済発展の牽引
を目的としている。センター内の研究室に電子顕
微鏡やMBE装置（薄膜形成）などの先端研究機
器があり、学外の利用者も利用可能である。
②Health Sciences Center
　HSC（Health  Sciences  Center）15）は 1994 年
に設立された健康科学分野の総合的な教育研究
センターである。ニューメキシコ州の人々が健
康科学分野において優れた教育を受けられる機
科 学 技 術 動 向　2014年 7・8月号（145号）
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会を与えること、市民の健康ニーズに対応した
分野における健康科学を進展させること、市民
全員が高品質のヘルスケアを受けられることを
確実にすることをミッションにしている。セン
ター内には、分子生物学手法に関連する研究支
援サービス施設・細胞等の保存施設・臨床研究
支援施設などがあり、研究機器の共用施設とし
てはフローサイトメトリー施設や顕微鏡施設が
ある。
4）事例のまとめ
　以上をまとめると、米国の大学には、共用のた
めに先端研究機器を一か所に集積した施設（共用
施設）を学内に数多く設置している。トップレベ
ルの大学ほど、学外利用が進んでいるが、どの大
学でも利用対象者の第一優先は学内であり学内利
用を充実させている。また、共用施設には 5～10
人程度の専任の技術職員がおり、研究機器の維持
管理、利用のための教育トレーニング、助言や委
託分析等を実施している。共用施設の長は、大学
の教授または博士号を持つ技術職員である。共用
施設の整備には公的資金が投入されており、共用
施設の情報は広くネットワーク化され、アクセス
が容易になっている。
　図表 4に研究機器の共用を目的とした米国の
2013-2014 年の公的資金の例について示す。NIHの
公的資金では、申請書において研究機器の利用予定
者を具体的に提示することになっている。
　さらに、NSFはNational Nanotechnology Initiative
の下に、大学の施設を開放し、学内・学外の利
用者に対して施設利用の際のサービス・トレー
　研究機器を含めた研究リソースをウェブベース
でオープン化しようという試みが米国で進行して
いる。これは eagle-i Network18）といい、生物医学分
野の研究リソースの情報をオープン化してシェア
するプロジェクトである。ネットワークには 26 大
学が参加しており、3011 生物試料、57 データベー
図表 4 米国における研究機器の共用のための公的資金の例
出典：NSFおよびNIHのウェブサイトを参照し、SciSIP 室にて作成
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ニング・機器利用支援などを提供するNational 
Nanotechnology Infrastructure Network（NNIN）
を 2004 年から開始し、現在、全米に広がる 14 大学
のナノテクノロジー関連の先端研究機器の共用施設
を支援している（2015 年 8 月終了予定）16）。年間予
算は 1600 万ドルである。3-1 で共用施設の具体例を
示したスタンフォード大学およびUCSBも、この 14
大学に含まれている。
　また、類似の例として、NSFは、学際的な材
料科学における研究や教育を推進することを目的
と し たMRSEC（Materials Research Science and 
Engineering Centers）プログラムを 1994 年から
開始しており、この中で共用施設の整備の支援も
している。現在 26 大学が支援されており、2014 年
度の予算は 2500 万ドルである（7-10 件採択予定）。
このMRSECプログラムで支援された共用施設は、
Materials Research Facilities Network （MRFN）と
して全米で連携し、ウェブサイトには 26 大学の研究
機器の共用施設が設置されているセンター、892 の
研究機器の概要、266 人の研究機器に関する専門家
についての情報のリンクが貼られている17）。このよ
うな情報のオープン化は、学外の研究機器の利用者
に対して便宜を図る上で重要であるとともに、産業
界を含めた利用者の拡大に寄与し、大学にとっては
外部資金の獲得のチャンスとなる。
米国の大学における研究機器の
シェアを推進する公的資金3-2 研究機器のオープン化を促進する
ネットワーク3-3
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ス、775 実験手順、3492 サービス、1328 ソフトウェ
ア、767 共用施設、4658 研究機器などの情報がオー
プンになっている。
　このプロジェクトの全体統括はハーバード大学の
研究者で、他大学を含めたチームによって実施し
ている。予算は、2009 年からの 2年間はAmerican 
Recovery and Reinvestment Act （ARRA）による
National Center for Research Resources（NCRR）
からのファンドを利用し、現在はHarvard Clinical 
and Translational Science Center からの資金を得
て実施している。
　また、英国でも類似の取り組みが進行中である。
これは equipment.data19）といい、英国内の研究機
器の利用および可視化の改善が必要としてつくられ
たポータルサイトである。英国内のすべての公開研
究機器データベースを横断的に検索できるように
なっている。これは、研究機器の共用のためのネッ
トワークづくりを目的として実施されたプロジェク
ト（UNIQUIP Project, 2011-2013）の成果であり20）、
複数の英国の大学がこのための技術開発に関わっ
た。プロジェクトの予算は英国工学物理研究会議
（EPSRC）から出資されており、equipment.data に
ついてもEPSRCは支援している。現在、6,515 の研
究機器の情報がオープンになっている。
　米国のNNINを参考にして、文部科学省によ
り、ナノテクノロジー分野の共用体制の構築・推進
を目的とする「ナノテクノロジー・ネットワーク
（2007-2011）」および「ナノテクノロジープラット
フォーム（2012-2021）」が実施されている。2014 年
度予算は 17.1 億円であり、支援機関 25 機関の内、19
が大学である。また、先端研究施設等のネットワー
ク化と産学官の研究者等への共用の促進を目的と
する事業として、文部科学省より「先端研究施設共
用促進事業（2009-2012）」および「先端研究基盤共
用・プラットフォーム形成事業（2013-）」が実施さ
れており、2014 年度予算は 13.7 億円で、支援施設 34
施設の内、26 が大学の施設である。これらの事業に
おける研究施設や研究機器等の情報は、文部科学省
の「研究施設共用総合ナビゲーションサイト（共用
ナビ）（2008 年から開始）」21）に公開されている。
　今後、日本が取るべき方策として、次のことを提
言する。
●次期科学技術基本計画において、大学のハイスペッ
クな先端研究機器の共用推進についても明記する。
●競争的研究資金などの研究費の申請段階で、研究
機器の共用を推進する枠組みをつくる（複数資金
の合算による購入を可能にする、共用の推進状況
を審査の対象とする等）。
●オープンイノベーションの観点から、特にRU1123）
の 11大学やこれに続く研究大学を対象に、学外共
用の仕組みの整備と大学間共用の充実を図る。
●リサーチ・アドミニストレーター（URA）24）を共
用推進の支援人材としても活用することを検討
し、そのキャリアパスを確立する。
●研究機器に関する情報を一元化するために、全国
レベルの横断的な共用ネットワークを形成する。
そのシステムづくりを公募研究で実施する。
●医療分野のイノベーションを牽引するために、医
療研究に関連する分野に特化した研究機器の共
用を推進する事業を開始する。
4 日本の状況と今後取るべき方策
日本における大学の先端研究機器の
シェアやオープン化の状況4-1
今後、日本が取るべき方策（提言）4-2
　さらに、国立大学の資源を有効活用し教育研究環
境の整備を図るという目的の「設備サポートセン
ター整備事業（文部科学省）」が 2011 年から実施さ
れている。予算は国立大学法人運営費交付金（特別
経費）で、これまでに 11 大学（現在は 5大学）が支
援されている。研究機器の共用・中古機器の改良等
による再利用・サポート人材の集約化や効率的な再
配置など、大学が全学的な設備マネジメントを可能
とする組織の構築について支援されている。
　また、研究機器の情報のオープン化のためのネッ
トワークとしては、「大学連携研究設備ネットワー
ク」22）がある。国公立大学の共同利用施設の相互利
用・共同利用を推進することを目的として 2010 年
から開始されている。ウェブサイトにはNMRや X
線解析装置など、化学系の分野の研究機器が 300 以
上登録されている。
　これらの事例のように、近年、日本の大学におい
ても研究機器のシェアやオープン化が進みつつある
状況がみられる。しかし、米国に比べると、公的な
支援の規模はまだ小さく、共用の対象分野は全分野
かナノテクノロジーのみであり、日本横断的に共用
するための情報の一元化やオープン化についても限
定的である。
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科学技術動向研究
オープンアクセスを踏まえた
研究論文の受発信コストを議論する
体制作りに向けて
林 和弘
　電子ジャーナルは研究者にとって必須の情報源となり、そのオープンアクセス（OA）化は、科学技
術・学術研究の発展を促し新しいイノベーションを生み出す基盤の 1つと捉えられている。一方OAの
浸透にもかかわらず、購読費モデルのジャーナルパッケージの価格高騰が依然問題となっており、日本
でも年間数百億円のコストがかかっている。その上 OA出版による論文数も着実に増えており、今後も
増大の傾向にあるため、その出版経費である掲載料（APC:Article Processing Charge）が購読費に対し
ても無視できないレベルに達することが予想される。
　OA出版では現状、研究者が APCを個別に支払うことが多いため、その経費を大学や日本全体として
把握することが難しい。また、APCの価格抑制や、費用対効果を議論できる体制が整っていない。
　今後の OA出版増大の傾向を鑑みて、また、他国・他機関の取り組みも参考に、APCを含む OA出
版にかかる経費を電子ジャーナル購読費と共に把握し、大学・研究機関等における研究マネジメントや
科学技術・学術情報流通政策のための費用対効果の議論ができる体制を整える必要がある。
キーワード：電子ジャーナル，オープンアクセス，購読費，掲載料（APC），図書館，研究マネジメント
　概　　要
　電子ジャーナルは研究者にとって必須の情報源
となり、そのオープンアクセス化は、科学技術・学
術研究の発展を促し新しいイノベーションを生み
出す基盤の 1 つと捉えられている。オープンアクセ
ス（Open Access 以下 OA とする）は学術ジャー
ナルの電子ジャーナル化と共に研究論文に対して
始まった 1）。公的資金にて実施された研究の成果
は、すべての人々がアクセスできる状態にするべき
であるという考えがその背景にある。既報2）では、
その成り立ち、OA ジャーナルと論文の増大、学術
情報流通の変革の可能性を示し、政策的に新しく捉
え直された OA の新しい局面と OA 義務化の動向
について解説した。OA は一定の拡がりを見せ、世
界で公的資金を得て行われた研究成果に対する義
務化の動きが進み、商業出版者もその対応に本格的
に乗り出した。OA ジャーナルの質の問題や、再利
用可能性やエンバーゴ（公開後 OA になるまでの
期間）の長さが争点となって、出版者と図書館で
の主導権争いが行われてもいる3）。
　本稿では、事業の観点からみた OA ジャーナル
の動向と、大学、研究機関等のジャーナルの受け入
れ側から見た情報受発信の経費、そして費用対効
果に関する国内外の議論を、英国の助成団体のコ
ンソーシア4）、大学図書館協会5）、SPARC Japan6）、
NII オープンフォーラム7）の報告書等を中心に整理
し、考察する。なお、本稿では、原著論文を中心に
構成される学術電子ジャーナルに対象を絞り、その
1 はじめに
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　電子ジャーナルの購入を巡る価格高騰の問題 8）は
依然大きな問題であり、オープンアクセスが浸透し
た現在でもその状況は大きく変化してはいない。
　日本においては最近、国会でも「ジャーナル（学
術雑誌）の価格高騰に対する取組に関する件」と
して質疑応答が行われている9）。この高騰問題に
対して日本では、世界最大級の図書コンソーシア
JUSTICE を形成し、500 を超える加盟機関の年間数
百億円の購買力を楯に、出版者に対して価格抑制の
ための交渉を行っている。この取り組みは一定の成
果を上げているものの、年間購読費を劇的に削減す
ることは難しい。出版者は年平均 5-10％程度の値上
げを繰り返しているため、購読費は大学、研究機関
等にとって必要な経費として増え続けることが予
想される。
　OA ジャーナルのタイプは様々あるが 10）、今回
採りあげるべき主なものとして、Gold（Full）OA
図表 1　出版者版の論文がOAとなるOAジャーナルのタイプ
出典：参考文献 4、5 を基に科学技術動向研究センターにて作成
購読費と掲載費に関して議論を取り扱う。 ジャーナルと、部分的 OA 化（以下ハイブリッ
ド）OA ジャーナルがある。これらのジャーナル
では、著者が掲載時に掲載料（Article Processing 
Charge : APC）を支払うことで論文が OA 化され
る。今回はこの 2 つの OA 化論文について議論を行
い、機関リポジトリ等に掲載された論文の経費等は
取り扱わない。（図表１）
　この、APC を利用した 2 つの OA ジャーナルの
ビジネスモデルは後に述べる出版者の戦略もあっ
て安定化し、出版者の事情に応じて、様々な APC の
価格が設定されている。最近の調査によると、APC
の平均値は、PLoS ジャーナルに代表される最初か
ら OA ジャーナルとして始まった出版者のジャー
ナルが安く、従来の購読費モデルのジャーナルが発
行する OA ジャーナルより 700 ドルほど安い。さ
らに、ハイブリッドジャーナルの OA 化が一番高く
なっている。
　世界の APC 支払いによる OA 市場は年 30% の
伸びを示している。その収入は 2012 年に 1 億 7200
万ドルになり、購読費モデルの市場（60 億ドル）に
は比較すると規模は小さいものの、年 34% の成長
とされている。助成機関の義務化の動向にもよる
が、現実的なシナリオとして 2012 年から 15 年にか
けて、年平均成長率は 27%、市場規模は 3 億 3600
万ドルに達すると予想されている11）。
　日本に限った OA 市場に関する調査はないが、
OA の出版量で見ると論文数は着実に増え、世界全
体と同様に、購読費ジャーナルを含む全体の中で占
める OA 出版の割合はまだ小さいものの増加傾向
にある。例えば Web of Science における日本の論
文数との OA 論文の割合を図表 2 に示す。このグ
ラフでは、APC を必要としない OA 論文も含めて
䜼䝧䞀䝎䝯䚮ฝ∟⩽䛴ౚ 㻤㻳㻦ᖲᆍೋ
᭩ิ䛑䜏㻲㻤䜼䝧䞀䝎䝯䛮䛝䛬ጙ䜄䛩
䛥ฝ∟⩽䛴㻤㻳㻦ᆵ㻲㻤䜼䝧䞀䝎䝯
㻥㼌㼒㻰㼈㼇㻦㼈㼑㼗㼕㼄㼏
㻳㻯㼒㻶 㻔㻏㻗㻔㻛䝍䝯
ᚉᮮ䛴㉆ㄖ㈕䝦䝋䝯䛴䜼䝧䞀䝎䝯
䜘ᣚ䛪ฝ∟⩽䛒Ⓠ⾔䛟䜑㻤㻳㻦ᆵ㻲㻤
䜼䝧䞀䝎䝯
㻦㼋㼈㼐㼌㼖㼗㼕㼜㻃㻲㼓㼈㼑㻃㻋㻺㼌㼏㼈㼜㻌
㻩㼕㼒㼑㼗㼌㼈㼕㼖䚭㻋㻱㻳㻪㻌
㻦㼈㼏㼏㻃㻵㼈㼖㼈㼄㼕㼆㼋㻃㻋㻨㼏㼖㼈㼙㼌㼈㼕㻌
㻕㻏㻓㻜㻚䝍䝯
䟺㻤㻳㻦୘こ䛴㻲㻤㻃䜼䝧䞀䝎䝯䟻 㼈㻯㼌㼉㼈㻬㼑㼖㼌㼊㼋㼗㼖㻋㻸㻮㻶㻪㻌 䟿
㻫㼜㼅㼕㼌㼇㻃㻲㻤 ㉆ㄖ㈕䝦䝋䝯䛴䜼䝧䞀䝎䝯䛴䝓䜨䝚䝮䝇䝍㻲㻤䜮䝛䜻䝫䝷
ኣ䛕䛴ฝ∟⩽
䟺ㄵᩝ༟న䛭㻲㻤䛱䛰䜑䟻 㻕㻏㻚㻕㻚䝍䝯
䟺ཤ⩻䟻ᅗ❟ኬᏕᅒ᭡㤃༝ఌㄢᰕ 㻐 㻔㻙㻙㻏㻗㻖㻖ළ
㻲㻤䜼䝧䞀䝎䝯䛴䝃䜨䝛
㻪㼒㼏㼇
䟺㻩㼘㼏㼏㻌
㻲㻤
ങ⩻䠌㻲㻤䛴㢦ᆵ໩䛴㝷䛱䛵䚮㏳ᖏ䛙䛴䜁䛑䛱㻪㼕㼈㼈㼑㻲㻤㻋ⴥ⩽᭩⤂∟䜘ᶭ㛭䝮䝡䜼䝌䝮➴䛱᥎㍍䛟䜑䟻䜊䜬䝷
䝔䞀䜸䟺㻲㻤䛱䛟䜑䜄䛭䛴᭿㛣䜘䛠䜏䛟䟻᪁ᘟ䛒⣺௒䛛䜒䜑䛒䚮ᮇ✇䛭䛵䚮㻤㻳㻦䛒Ⓠ⏍䛟䜑䜈䛴䛱⤘䛩䛥䚯
依然増え続け、大きな額を占める
電子ジャーナル購読費2-1
OAのタイプ、市場規模と
事業モデル2-2
2 経費、市場規模の観点からみた電子ジャーナル購読費、OAモデルと出版者の対応
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図表 2　日本のOA論文割合の推移
図表 3　APCを要する国内OAジャーナル論文が全体に占める割合（分野別）
出典：参考文献 5（表 4-10-1）の一部のデータを基に科学技術動向研究センターにて作成
Web of Science の著者所属機関が日本の論文（Article）をカウント
の値ではあるが、10% 程度の割合であり、日本の論
文全体の数が伸び悩む中でその割合を増してきて
いる。より厳密な分野別による APC を必要とする
OA ジャーナルに関する調査5）でもいずれの分野に
おいても全体に対する割合は増加傾向にある。（図
表 3）このことは日本の APC 支払い総額が今後
増加することを意味する。例えば、Springer 社の
BioMedCentral に日本の研究者論文から支払われ
た APC は 2007 年に比較してほぼ 5 倍となり、約
1 億 7 千万円と推定されている12）。また、先の図
表 3 の OA 論文数に従い、仮に全ての OA 論文が
APC として 16.6 万円5）を支払ったとするならば、
15 億円弱の市場がすでに存在することになる。実
際はこれより相当低いと思われるが、OA 出版量の
増加傾向を含めてこの規模感は無視できない。
　また、新刊ジャーナルは新しい領域や、研究が活
発な分野を細分化する形で創刊されることが多い
が、新刊ジャーナルを分野別にみても、OA 誌の割
合が増えており、分野によっては新刊数が過半数を
超え、あるいは、Nature や Springer 等大手出版者
の新刊も 2010-2011 年を境に OA ジャーナル創刊
が購読費モデルのジャーナル創刊より多くなった13）。
つまり、研究力を測る上で重要な、新領域および活
発な領域においても、OA 出版量およびその経費が
増えていくことが示唆される。従って大学、研究機
関単位で正確に APC を把握し、購読費と合わせて
科学技術・学術情報流通のためのコストとして議
論できるようにしておくことが重要となる。
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図表 4　カスケードモデルにおける購読およびOAジャーナルの関係、ならびに出版者の収益構造
図表 5　研究論文の受発信に関する経費と将来の簡略概念図
　APC を利用した論文出版が増大しているが、現在
は個々の研究者が科研費等の公的助成ないしは個人
の研究費で APC を支払っている6）ため、APC の総
額が把握できない状況にある。図書館でも APC の
支払い実態には現在関与しておらず、他部署での支
払いの実態を把握できていない。本来 OA 出版が増
えることで、購読費にかける経費が削減されること
が理想ではあるが、逆に、先に述べた購読費の増大
に加えて APC が値上がりすることによる14）OA 出
版費の増大という二重苦の状態に陥る可能性は否定
できない。（図表 5）購読費の増大を抑えつつ、また、
　ここで、多くの出版者は、購読費モデルと APC
モデルの OA ジャーナルを組み合わせて、カスケー
ドモデルと呼ばれる体制を整えている。図表 4 に示
されている通り、一度その出版者のトップジャー
ナルに投稿された原稿は、通常却下率の高いトッ
プジャーナルに掲載とならずとも、2 番手、3 番手
ジャーナルに掲載され、それでも通らない論文は
APC モデルの OA ジャーナルで掲載することが可
能となった。こうすることで、図書館からの購読費
と研究者からの APC を獲得し、事業収益性を高め
ている。また、購読費モデルのジャーナルのほとん
どで論文単位の OA 化を行っているので、その個別
の APC も追加の収入となる。
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　英国のオープンアクセス実行グループ（OAIG: 
UK Open Access Implementation Group） が 2012
年に公表した報告書 16）は、APC の支払管理におい
て、研究者、大学、助成機関、出版者といったス
テークホルダーの間をつなぐ“仲介者”の必要性や
その役割、利点・欠点について検討したもので、仲
介者の候補として、購読代理店、著作権集中処理
機構、電子リソースのコンソーシアム契約を行う組
織、ベンチャー企業を挙げている。
　雑誌を取り次ぐ購読代理店の SWETS 社は、大
学、研究者と出版者を仲介する役目として、APC の
管理サービスを開始した17）。これは、これまでの雑
誌取次としての仲介業に新たな視点を与えたもの
と言え、決済が集中すれば、組織単位で APC の動
向を効率良く把握することが可能となる。
　英国の研究・教育のためのリソースを調達する
コンソーシアである JISC Collections では、APC
のオンライン決済サービスを行っているスタート
アップ企業 Open Access Key 社の協力を得て、各
大学や研究機関の管理コストを削減する目的の下、
APC の一括管理を行う支払い管理システムを検証
している19）。一括管理を行う事で、OA 出版量の動
向を正確に把握することが可能となる。日本では、
前述の JUSTICE が同様の検討を行える立場にある
　ドイツ研究振興協会 (DFG) では 2009 年より、
APC の補助プログラムを開始している。補助プログ
ラムへは大学単位で申請し、所属する研究者が連絡
著者（Corresponding/Submitting Author）の OA 論
文で、APC が 2000 ユーロを超えない論文に対して
APC の補助を行っている。2013 年は 32 大学、160
万ユーロの補助を行った 20）。日本でも文部科学省の
ジャーナル問題検討会 21）において、支払った APC
の内容をみた上で、研究費とは別予算で補てんし、
APC を管理する案が提示されている22）。別の調査で
も、研究者が OA ジャーナルで論文を発表しない理
由として、高額な掲載費用を上げ、国あるいは大学
レベルでの補助を求める回答が多いという結果が
ある6）。ただし、昨今の日本の財政状況下、科学研
究振興費が減少し始めたことに象徴されるように、
研究に関する予算が増やせない状況下での財源確
保が課題となる。
　米国化学会では、自学会発行論文の APC 支払
いの手続きに関して、CCC（Copyright Clearance 
Center）の RightsLink for Open Access サービスを
導入している18）。転載許可等の著作権処理の手続き
を OA の APC 支払い手続きに流用した点が特徴的
であり、決済情報を管理することで、学会単位では
あるが、各大学や機関の APC の動向を抑えること
が可能となる。
　APC の取り扱い、管理に関する国外の特徴的な事
例と日本の状況を以下に述べる。
4 APCの取り扱いに関する動向
英国の事例4-1
ドイツのAPC支援プログラム4-2
米国学会の著作権処理システム
の援用4-3
　OA が最終的に科学技術・学術情報流通全体に与
える影響が固まるまでなお多くの時間を要するが、
すでに OA が一定の浸透を見せ、日本でも論文出版
量に占める OA 割合が増大し、経費も増加傾向に
ある問題が発生している。研究論文に関してはその
OA 化に関するビジネスモデルが確立し、流通コス
トに関して現在でも比較的議論がしやすい土壌が
5 提言―OAを踏まえた科学技術・学術情報流通経費の把握に向けて
APC の値上げを抑えつつ OA 出版の量を増やすこ
とが現実的な方策となる。
　また、英国で OA 論文出版の際に APC が補助さ
れる制度を利用した場合の支払先としてはハイブ
リッドジャーナルが多いという報告が有る15）。ハ
イブリッドジャーナルの APC は高額であるため、
経費が増大する懸念があるだけで無く、購読費を
支払いさらに APC も支払うことになる 2 重支払い
（Double Dipping）の問題が存在する。さらに APC
の金額について何をもって妥当とするかについて
は、今のところ、研究者、出版者、図書館のコンセ
ンサスが得られているとは言いがたい。
とする報告がある7）。
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4）　Bo-Christer Björk and David Solomon, Developing an Effective Market for Open Access Article Processing 
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document/wtp055910.pdf
　　http://www.wellcome.ac.uk/News/Media-oﬃ  ce/Press-releases/2014/WTP055900.htm
5）　国立大学図書館協会 学術情報委員会 学術情報流通検討小委員会 . 平成 25 年度調査報告 オープンアクセスジャーナル
と学術論文刊行の現状－論文データベースによる調査－（総会資料№ 61－2）：
　　http://www.janul.jp/j/projects/si/gkjhoukoku201406a.pdf
6）　SPARC Japan OA（オープンアクセス）ジャーナルへの投稿に関する調査ワーキンググループ .  オープンアクセスジャーナ
　大学、研究機関において、その事業経営の観点
からも、学術電子ジャーナルの購読費だけでなく、
オープンアクセス論文出版のための経費が簡便に
把握できる体制を整え、研究マネジメントの観点か
ら学術情報流通の費用対効果を議論できる基盤を
整備することが必要である。そのために検討すべき
オプションとして、研究者が OA 論文を出版する際
に、APC 支払いを仲介する組織との連携も考慮し、
研究者の負担をかけずに、掲載料（APC）や投稿先
の情報が集まる仕組みを検討する。そして、その作
業は、URA、図書館ないしは図書コンソーシア（例
えば上述 JUSTICE）を担当とする。特に図書コン
ソーシアの活動となれば、一定の規模において、購
読費と OA 出版費の一元管理が可能となる。実際、
NII の報告では、一元管理に加えて質の高い OA 誌
の情報を研究者に提供し、APC の値上がりを抑える
交渉を行い、APC 支払額を購読料から明確な形で減
額させうることが指摘されている7）。大学や研究機
関等しかるべき単位で、図書購読費と合わせた学術
情報流通経費として把握できるようにし、研究者か
ら集める情報の標準化も含め、費用対効果を高める
方策に繋げる。
　また、日本の科学技術政策の基盤情報として、電
子ジャーナル購読費と、OA 出版のためにかける経
電子ジャーナル受発信経費の把握5-1
　先に紹介したジャーナル問題検討会 21）では、今
回議論した点を含め、OA 化を利用した学術発信力
の強化など、より広い観点から学術情報受発信に関
する問題が議論されており、その結果が近々とりま
とめられる予定である。SPARC Japan では、8 月 4
日に本議論に関連したセミナーを開催予定である。
また、今回はその経費が比較的議論しやすく、研究
成果として一定の質が保証されている研究論文の
APC を採りあげたが、OA を論じる上で研究データ
の OA 化の議論も盛んであり、研究データの公開や
保存、さらには質保証のコストをどう負担するかは
別途大きな課題である。
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6 おわりに
費をバーチャルに一元管理、ないしは定期的に把握
することで、日本の電子ジャーナル購読費と合わせ
て、情報収集発信のためのコストの議論が科学技術
政策としてより正確に行えるようにする。
　以上の各情報、議論を、研究者や URA などの研
究マネジメントに携わる者と共有し、論文を発信す
るために必要なコストに関しての認識を深め、その
効率化と組織や国としての発信力強化の議論を促す
ことが望まれる。
整ったこと、ならびに、電子ジャーナル購読費が依
然増え続け、当面その局面が大きく変わるわけでは
無いことを踏まえ、冒頭に紹介した国内の報告書の
内容を含めて以下を提言する。
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各国の地球観測動向シリーズ（第9回）
衛星画像を利用した農業生産統計
辻野 照久
科学技術動向研究
　農業生産統計は食糧政策の根幹となる重要なデータであるが、現地での調査作業の負担が重いことか
ら、先進国でも発展途上国でも統計の質や量が長期的に低落し続けているといわれている。米国の地球
観測戦略の課題には、食糧の年間収量や収穫状況を、効果的かつ継続的に監視することが挙げられてい
る。国際連合食糧農業機関（FAO）や主要先進国の農業担当省庁は、農業生産統計に衛星画像を利用す
ることでコストや時間の節減を目指しており、地理空間情報システム（GIS）と組み合わせて画像処理
や画像解読などの研究開発を行っている。
　我が国は営農者の保有する平均耕作面積が小さく、現地調査主体で統計を行っている。衛星画像を利
用する試みも行われてきたが、衛星運用は必ずしも継続的でなく、精度・観測タイミング・コスト等の
問題があり、統計への衛星画像利用はあまり進展していない。2014年 5月に打ち上げられた JAXAの
「だいち 2号（ALOS-2）」は植生観測に最適な Lバンド合成開口レーダを搭載し、解像度も高くなり、
悪天候や夜間でも観測可能である。我が国でも、こうした新たな観測ツールも活用し、農業生産統計に
衛星画像を利用するための調査研究をさらに充実させていく時期に来ている。
キーワード：農業生産統計，国連食糧農業機関，耕作地データ層，土地利用／土地被覆，ALOS-2
　概　　要
　21 世紀に入って、気候変動や経済発展などの影響
により、世界の農業は急速に変貌を遂げている。そ
のような変化を地球規模で分析する上で、国際連合
食糧農業機関（Food and Agriculture Organization 
of the United Nations：FAO、本部ローマ）が実施
している世界の農業生産統計データは必須である。
　本稿では、早い時期から衛星画像を農業生産統計
に利用している米国と、統一的な統計を行うために
衛星画像を利用している欧州の状況を紹介し、我が
国における農業生産統計のあり方を再検討すべき
時期に来ていることを提言する。
　農業統計は、農業・牧畜業・林業・水産業につい
て、生産・消費・貿易などの商業的な動態や雇用な
どを含め、幅広く農林水産業全般の動向を把握する
ことを目的として、国連機関が中心になって実施さ
れている。これらの統計は単独で利用されるだけで
なく、人口統計や他の産業統計などと合わせて、各
国の農業政策の策定に寄与する基礎データとして
活用されることを目的としている。
　本稿では、農業統計の中で耕地面積や収量など農
業生産に関する統計を特に「農業生産統計」と呼ぶこ
とにする。農業に関する全世界の統計は 1961 年以来
FAO がとりまとめており、「FAOSTAT」というオ
ンライン統計データベースのサイト1）で閲覧できる。
　FAO が作成する農業生産統計データは、各国の農
1 はじめに 2 農業統計に含まれる農業生産統計
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　米国は 1972 年に陸域観測衛星「ランドサット
（Landsat）」衛星を打ち上げて以来、農業生産統
計への衛星画像利用を最も先端的に推進してきた。
2013 年 4 月に発表された米国の地球観測戦略3）
の中で、農林業分野
の 16 件の課題の最
初に「農場レベル・
地方レベル・地域レ
ベル・全球レベルの
スケールで国内およ
び国外の食糧や繊維
の年間収量と収穫状
況を効果的かつ継続
的に監視する」こと
が挙げられている。
米国においても農業
生産統計に衛星画像
データを継続的に利
用することについて
の実施計画を策定す
ることが急務となっ
ている。
業担当省の地方出先機関が現地調査を実施し、本省に
おいて全国の統計データをとりまとめて、FAO に提
出された統計資料に基づいている。発展途上国の中に
は、統計実施組織がないなどの理由で統計資料が提
出されない国もあるが、そのような国の農業統計は
FAO が推定を行ってデータの欠落を補っている。
　農業生産統計に衛星画像を利用する場合は、人手
による現地調査の一部が衛星画像による分析に置き
換わるだけで、国家レベルや世界レベルでの統計
データの集約作業自体は変わりがない。
　農業生産統計に衛星画像を利用することは、統計
作成に要する時間やコストの節減に役立つことが
既に知られている。世界銀行（World Bank：WB）
が 2010 年 9 月 に 発 表 し た「Global Strategy To 
Improve Agricultural And Rural Statistics（農業統
計を改善するためのグローバル戦略）」2）には、農業
生産統計のイノベーションのために、地球規模での
改善戦略として衛星画像の利用を挙げている。
　米国では農務省（United States Department of 
Agriculture：USDA）に属する国立農業統計局
（National Agricultural Statistics Service：NASS）4）
が米国の農業統計を担当しており、過去約 80 年に
わたる米国の農業統計がオンラインで利用できる5）。
たとえば 2012 年の穀物（Grain）の統計には、2012
年の穀物総生産量が約 4 億トンであることが示さ
れている。NASS は 1976 年以来、米国地質調査局
（United States Geological Survey：USGS）が運用
する「ランドサット（Landsat）」衛星の画像データ
を利用して、トウモロコシや大豆などの生育状況を
観測してきた。ただし、画像データを利用できる期
間は収穫期のみに限定されていた。NASS は「耕作
地データ層」（Cropland Data Layer：CDL）を毎年
発表しており、2014 年 1 月 31 日に 2013 年版が公
表された6）。
　また、2013 年 10 月にブラジルのリオデジャネ
イロで開催された第 6 回国際農業統計会議（ICAS 
VI）において、NASS の研究者から「Reported Uses 
of CropScape and the National Cropland Data 
Layer Program」（CropScape と全米 CDL プログ
ラムの利用例）が発表された7）。
　米国がどのように衛星画像を利用しているかに
ついては、2003 年頃に NASS の統計専門家が欧州
の関係者と共同で発表した「Utilization of Remote 
Sensed Data and Geographic Information System
（GIS） for Agricultural Statistics in the United 
States and the European Union」8）に詳しく述べら
れている。この報告で例示された耕作地データ層の
例を図表 1 に示す。米国のように国土の広い国では、
輪作によって土地の地力を自然に維持する工夫がな
出典：参考文献 8
図表 1　同一地域における作物分布の変化（トウモロコシと大豆の輪作）
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図表 2　LUCASにおける「土地利用」と「土地被覆」の定義例（農業関係）
出典：参考文献 9
されており、土地被覆（Land Cover）の分類を行う
ことが統計上重要な基礎となっている。ランドサッ
トの画像データは輪作マッピングだけでなく、農業
ビジネス、土壌・作物の相互作用の解析、動物の生
息地の評価などで幅広く利用されてきている。しか
し農業生産統計での利用という目的についていえ
ば、米国においても必ずしも万全な運用体制ではな
かった。
　「ランドサット 5 号」は 1984 年に打ち上げら
れ、2013 年 6 月まで約 29 年にわたって衛星運
用が継続されたが、データが不足する場合は海
洋 大 気 庁（National Oceanic and Atmospheric 
Administration：NOAA）の気象衛星のデータの
利用や、フランスの「SPOT」、インドの「IRS」（現
Resourcesat）、ドイツの「RapidEye」などの外
国衛星データの購入などでしのいでいた。この間、
1993 年に「ランドサット 6 号」が軌道投入失敗と
なり、1999 年打上げの「ランドサット 7 号」の機
能増強型テーマチクマッパ（ETM+）が機械的な
不具合のため一部データが欠落するなど、後継機
が利用できない状況であった。この報告が発表さ
れた 2003 年時点で、「ランドサット継続ミッショ
ン（Landsat Data Continuity Mission：LDCM）」
衛星の実現が強く期待されていた。しかし、LDCM
衛星の開発は難航し、ようやく 2013 年に「ラン
ドサット 8 号」として打ち上げられた。それを待
つかのように、「ランドサット 5 号」が停波され
た。地球観測活動が世界最先端レベルにあると考
えられている米国においてさえ、このように実利
用ミッションの衛星 1 機を維持するには多大な努
力と長い年月を要しているのである。地球観測衛
星の実利用を実現するためには、技術開発や定着
化の努力はもちろんのこと、予算確保・人材育成
　欧州連合（European Union：EU）は 1990 年代か
ら衛星画像利用により欧州全域の食糧生産の把握を
行っている。EU 加盟国はフランス・ドイツのよう
な経済大国・宇宙先進国から東欧の発展途上国まで
種々の国内事情があり、農業生産統計について各国
がばらばらな方法で実施すると欧州全体の統計の信
頼性が低くなることが懸念されている。
　欧州でも農場の所有者数の減少に伴って、農家の
平均面積が増加する傾向がみられる。労働人口につ
いては、2003 年から 2007 年までに -11.8 ％と農業
従事者数の顕著な減少がみられた。一方で、地球観
測サービス産業に関する欧州宇宙機関（European 
Space Agency：ESA）の調査によれば、地球観測製
品およびサービスの欧州売上高の中で、農業部門は
約 8 ％を占めている。
　欧州における農業生産統計の最新動向は、LUCAS 
20129）により知ることができる。LUCAS とは「地域
統計調査のための土地利用と土地被覆」（Land Use/
Cover for Area frame statistical Survey） を 意 味 す
る。衛星画像は土地被覆分類の一部で利用されてい
る。土地利用についてはサンプル地点の現地調査を
行っている。
　図表 2 に LUCAS における農業関係の定義内容の
一部を示す。
　「土地利用」は農業で一括されているが、「土地被
覆」によって作物の種類や用途が細分化されている
ことがわかる。このような分類は以前よりも簡略化
など、政策的な誘導が必要である。
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衛星画像を利用した農業生産統計
　我が国では、農業生産統計に衛星画像を利用す
る試みは 1990 年代から行われている。2010 年に
（独）農畜産業振興機構（Agriculture & Livestock 
Industries Corporation：ALIC） の 調 査 情 報 誌 に
掲載された「農業分野における衛星画像の利用」11）
と題するレポートによると、北海道の中標津町に
おける飼料用トウモロコシおよびその他の作物
の栽培地について、（独）宇宙航空研究開発機構
（Japan Aerospace eXploration Agency：JAXA）
と共同で地球観測衛星「だいち」の L バンド合成
開口レーダにより分析を行った。衛星画像の解析
結果と実際の作付け状況は実施時期によって一致
が多い時や不一致が多い時など一定ではなかった
が、このような試みは将来的に衛星画像を利用す
ることによる農業生産統計の合理化につながるも
のと期待された。
　しかし、「だいち」の運用が 2011 年の東日本
大震災の直後に終了してしまったため、農業生
産統計への利用も継続できなくなってしまった。
　2014 年 5 月 24 日に JAXA の陸域観測衛星「だ
いち 2 号（Advanced Land Observing Satellite-2：
ALOS-2）」が打ち上げられ、L バンド合成開口
レーダの利用がまもなく開始される見通しである。
天候に左右されず、夜間にも観測が可能であるこ
とがレーダ観測の特徴である。
　「だいち 2 号」に搭載されたレーダにより、農業
生産統計における衛星画像利用の再開が期待され
るものの、現状では本格的な取り組み体制はほと
んど準備されていないように思われる。我が国で
はデータ統合・解析システム（Data Integration & 
Analysis System：DIAS）や地理空間情報システ
ム（Geospatial Information System：GIS） の 整 備
も進んでおり、農業生産統計に衛星画像を利用す
るための高度な画像データ処理技術も保有してい
る。残された課題は、従来の現地調査に代えて衛
星画像データを活用するという政策を決定し、実
行に移すことである。そのためには研究開発衛星
であっても継続性を確保することや、無料でデー
タをすべて公開する「full and open access」の
データポリシーを確立するなど、従来の考え方で
は保証されていなかった利用上の便宜を図る体制
整備が必要になる。
されており、従来の調査に比べると質的・量的に低
下したという側面もみられる。
　次にサンプリングの設計を見ると、第 1 段階で欧
州全域を 2 km 四方の格子に分割し、110 万か所の
サンプリングポイントを設定している。各地点を衛
星画像から土地被覆で分類し、第 2 段階では約 26 万
か所を抽出して現地調査（Ground Survey）を行い、
土地利用の分類を行う。
　LUCAS は EU 統計局（EUROSTAT）により 2001
年から開始されているが、最初は EU 加盟の 13 カ
国で実施し、2009 年に 23 カ国、2012 年に全 27 カ国
が参加して実施された。サンプル地点数は国によっ
て増減の状況が異なるが、たとえばフランスは 2009 年
の 3.2 万地点から 2012 年には 3.8 万地点に増加して
いる10）。
　欧米だけでなく、中国や韓国なども衛星画像を農
業生産統計に利用する体制を拡大しているところで
ある12）。もし自力での衛星画像が不足するのであれ
ば、オランダのように外国衛星の画像を政府がまと
めて購入するような措置を取ることも不可能なこと
ではない13）。
　農業生産統計は長年にわたって人手による計測を
ベースとしてとりまとめが行われてきたが、近年は
人手不足や経費節減などの環境変化に伴い、人手だ
けでの統計作業は困難になってきている。地球観測
衛星と地理空間情報システムを既存の情報収集手法
と組み合わせることにより、統計の精度向上や効率
性向上、経費節減などを図る必要がある。折しも、
2014 年 5 月に陸域観測衛星「だいち 2 号」が打
ち上げられ、植生観測に適した L バンド合成開口
レーダにより農作物の広域的な把握が可能になると
期待される。欧米や中国・韓国などの取り組みや我
が国で行われた過去の利用研究などを参考にして、
我が国の農業生産統計における衛星画像利用を部分
的にでも導入していくために、衛星運用の継続性な
どの制度検討や観測精度に関する研究を関係者を交
えて再構築すべき時期に来ている。
5 おわりに4 我が国の農業生産統計における衛星画像の利用
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専門は電気工学。旧国鉄で分割民営化対応の運転統計システムの開発、旧宇宙開発
事業団で世界の衛星打上げ統計の作成などに従事。現在は宇宙航空研究開発機構
（JAXA）調査国際部調査分析課特任担当役、科学技術振興機構（JST）研究開発戦
略センター特任フェローも兼ねる。趣味は全世界の切手収集。米国は約4,500種類
を保有。
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